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尼崎市歴史的公文書選別基準 

 

 

１ 歴史的公文書の定義（尼崎市公文書の管理等に関する条例第2条第2号） 

 

歴史的公文書とは、次に掲げる情報が記録された公文書その他歴史的資料として重要な価値を

有する公文書をいう。 

（１） 市の組織及びその機能又は政策の検討過程、決定、実施若しくは実績に関する重要な情報 

（２）市民の権利又は義務に関する重要な情報 

（３）市民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報 

（４）本市の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報 

  

２ 歴史的公文書となる事項 

 

（１）市の総合計画及び基本方針、主要な施策及び事業に関するもの 

   例：計画等の策定・改廃に関する決裁文書、検討・意思決定過程の記録類、計画書、実施過

程の記録、結果報告書（施策評価）等 

（２）市議会に関するもの 

   例：会議録、議案原議、請願、陳情等 

（３）条例・規則・通達・要綱等に関するもの 

   例：制定・改廃に関する決裁文書、検討・審査の文書・資料等 

（４）市の存置分合、境界・区画変更等、市の沿革に関するもの 

（５）市の組織・機構及び施設の管理及び変遷に関するもの 

（６）予算・決算、監査に関するもの 

   例：予算書・決算書、関連する査定記録及び説明資料類 

（７）付属機関等各種委員会・審議会等に関するもの 

   例：設置・改廃に関する決裁文書、会議録、諮問・答申等 

（８）訴訟及び不服申立て等に関するもの 

（９）市民等の権利又は義務に関する記録として将来にわたり保存を要するもの 

  例：地域環境・市民生活等に顕著な影響を与える土地利用変更や施設設置に関する 

文書 

（10）上記のほか市政の遂行、施策の実施、組織運営、調査研究・統計等に関する重要なもの 

（11）重要な行事・事件・災害に関するもの、社会情勢を反映するもの等、歴史的公文書として保

存を要するもの 

 

 

資料３ 
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３ 選別基準 

 

※留意事項 

① 「移管対象の公文書（具体例）」は、あくまでも「歴史博物館への移管対象の公文書の類

型」の例示（重要な情報が記録されたものに限る）であり、歴史的公文書であるか否かの

判断は、「歴史博物館への移管対象の公文書の類型」を判断基準とすること。 

② 重要度の判断は、公文書の歴史資料としての実質的な価値や社会情勢の変化等を踏まえて

行うこと。 

③ 「歴史博物館への移管対象の公文書の類型」に該当する公文書には、意思決定に至る過程

が記録された公文書も含めること。この場合、意思決定に至った過程の変遷を合理的に跡

付けができる、あるいは客観的な検証ができる公文書の選別に留意すること。 

但し、条例の施行日前に作成又は取得した公文書について、意思決定に至る過程が記録さ

れた公文書が存在しない場合はこの限りでない。 

④ 「歴史博物館への移管対象の公文書の類型」に該当する公文書は、意思決定を行った所管

課（統括部署）が保存する公文書とすること。 

 

別表 

 

歴史博物館への移管対象の公文書の類型 
移管対象の公文書（具体例） 

（※重要な情報が記録されたものに限る） 

市の境界変更、町名変更等に関するもの  

 

○ 市の存置分合、境界・区画変更等、市の

沿革に関する公文書のうち重要なもの 

 

・ 市町の廃置分合、行政区域、名称、境界変更

等の決定及びそれらの経緯に関する公文書 

・ 県から市への権限移譲等の決定・引継ぎ及び

それらの経緯に関する公文書 

 

総合計画、市政運営の基本方針の決定に関するもの  

 

○ 総合計画その他法令・条例等により策定

が義務付けられている計画の策定又は改

廃等に関する公文書のうち重要なもの 

○ 市政運営の基本方針等の策定又は改廃等

に関する公文書のうち重要なもの 

○ 計画の進行管理または評価に関する公文

書のうち重要なもの 

 

・ 計画等の策定・改廃等の決定及びそれらの経

緯に関する公文書 

・ 計画書（冊子、ＰＲ版等を含む。） 

・ 施策評価結果（原則として統括部署が保存す

るもの） 

事務・事業の計画及びその実施等に関するもの  

 

○ 主要な施策・事業に関する計画の策定又

は改廃等並びに実施に関する公文書のう

ち重要なもの(他の項に該当する事項を

除く。) 

 

 

・ 主要な施策・事業の計画の策定・改廃等の決

定及びそれらの経緯に関する公文書 

・ 計画書（冊子、ＰＲ版等を含む。） 

・ 主要な施策・事業の実施の決定及びそれらの

経緯に関する公文書（市民意見聴取プロセス
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における市民意見等を含む。） 

・ 主要な施策・事業の計画の進行管理又は評価

に関する公文書 

・ 主要な施策・事業の実施報告書 

・ 行財政改革に関する計画の策定・改廃等の決

定及びそれらの経緯に関する公文書 

・ 市の重要な施設等の管理及び変遷に関する公

文書 

 

国・他の地方公共団体との協議に関するもの  

 

○ 国・他の地方公共団体との協議に関する

公文書のうち重要なもの 

・ 国・他の地方公共団体との協議の記録、協議

資料等 

・ 国、他の地方公共団体と締結した協定書等 

 

複数の実施機関又はその長で構成される会議、複数の実施機関の管理職員を含む会議に関するもの 

 

○ 複数の実施機関又はその長で構成される

会議、複数の実施機関の管理職員を含む

会議に関する公文書のうち重要なもの 

・ 政策推進会議の記録及び会議資料等 

・ 複数の実施機関の長で構成される会議（政策

推進会議を除く。）の記録、会議資料等 

・ 課長級以上の職員で構成する会議（主要な施

策・事業に関するものに限る。）の記録、会

議資料等 

 

組織の設定及び改廃に関するもの 

 

○ 組織・機構の変遷に関する公文書のうち

重要なもの 

・ 組織の新設・改廃等の決定及びそれらの経緯

に関する公文書（事務の分掌等に関する事項

を含む。） 

 

定数管理に関するもの  

 

○ 定数管理に関する公文書のうち重要なも

の 

 

・ 定数の決定及びその経緯に関する公文書 

 

付属機関に関するもの  

 

○ 付属機関に関する公文書のうち重要なも

の 

・ 付属機関の設置・廃止等の決定及びそれらの

経緯に関する公文書 

 

諮問・答申その他これに準ずる意見等に関するもの  

 

○ 付属機関への諮問及び諮問に対する答申

その他これに準ずる意見等に関する公文

書のうち重要なもの 

 

・ 付属機関への諮問、諮問に対する答申、調査

審議の記録、会議資料等（重要な制度、政策

の立案に関するものに限る。） 

市長・副市長等の事務引継に関するもの  

 

○ 市長・副市長・尼崎市事務分掌規則第３

条から第５条までに規定する職員・局長

級職員・他の任命権者の長の事務引継に

・ 事務引継書 
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関する公文書のうち重要なもの 

 

市が関与した団体の設置・廃止に関するもの  

 

○ 市が関与した団体の設置・廃止に関する

公文書のうち重要なもの 

・ 市の出資比率が 50 パーセントを超える団体

への出資等の決定及びその経緯に関する公文

書 

 

統計・調査に関するもの 

 

○ 統計・調査又は研究に関する公文書のう

ち重要なもの（行政刊行物を除く。重要

な制度、政策の立案に関するものに限

る。） 

 

・ 統計・調査又は研究等の報告書 

条例・規則・訓令・要綱・通達等の制定及び改廃に関するもの  

 

○ 条例、規則、訓令、要綱、通達等の制定

及び改廃に関する公文書（市民生活又は

事業活動に直接かつ重大な影響を与える

ものに限る。） 

 

・ 条例、規則、訓令、要綱、通達等の制定・改

廃等の決定及びそれらの経緯に関する公文書 

・ 条例、規則、訓令、要綱、通達等の解釈又は

運用の基準の策定・改廃等の決定に関する公

文書 

・ 議案書及び議案説明資料 

 

訴訟に関するもの  

 

○ 訴訟に関する公文書のうち重要なもの

（法令の解釈やその後の政策立案等に大

きな影響を与えた案件に関するものに限

る。） 

 

・ 市又は市の機関を当事者とする訴訟の提起そ

の他の訴訟に関する公文書 

 

紛争等に関するもの  

 

○ 紛争等に関する公文書のうち重要なもの ・ 調停、あっせん、和解、仲裁その他紛争等の

解決における決定及びそれらの経緯に関する

公文書 

 

民間事業者等との協定、協議等に関するもの  

 

○ 民間事業者等との協定、協議等に関する

公文書のうち重要なもの 

・ 民間事業者等との協定、協議、申合せ等の決

定及びそれらの経緯に関する公文書 

・ 民間事業者等と締結した協定書等 

 

不服申立に関するもの  

 

○ 不服申立に関する公文書のうち重要なも

の（法令の解釈やその後の政策立案等に

大きな影響を与えた案件に関するものに

限る。） 

 

・ 審査請求に対する裁決及びその経緯に関する

公文書 
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職員の任免等に関するもの  

 

○ 職員の任免等に関する公文書のうち重要

なもの 

 

・ 給与制度、勤務時間その他の勤務条件に関す

る制度等の変遷に関する公文書 

・ 職員の採用計画の決定及びその経緯に関する

公文書 

 

行政委員会委員の任免等に関するもの  

 

○ 行政委員会委員の任免等に関する公文書

のうち重要なもの 

・ 行政委員会委員の事務に関する経緯等が記録

された公文書 

 

表彰、栄典等に関するもの  

 

○ 表彰、栄典等に関する公文書のうち重要

なもの 

・ 市の表彰等の制度の創設の決定及びその経緯

に関する公文書 

・ 名誉市民等の重要な表彰の決定及びその経緯

に関する公文書 

 

議案その他市議会に関するもの  

 

○ 議案その他市議会に関する公文書のうち

重要なもの 

 

・ 議案原議 

・ 議決その他の審議に関する公文書 

・ 請願又は陳情に関する公文書 

・ 調査に関する公文書 

・ 会議録 

 

予算・決算、財務に関するもの  

 

○ 予算・決算、財務に関する公文書のうち

重要なもの（原則として統括部署が保存

するもの） 

・ 予算書、市議会説明資料、編成方針、査定の

記録、その他予算編成上の経緯等が記録され

た公文書 

・ 決算書、市議会説明資料、決算書作成上の経

緯等が記録された公文書 

・ 市債・補助金・交付金・貸付金・出資等の制

度の創設等の決定及びそれらの経緯に関する

公文書 

・ 会計検査において、特に重大な指摘があった

ものに関する公文書 

・ 財政状況の推移等が記録された公文書 

 

監査に関するもの  

 

○ 監査に関する公文書のうち重要なもの

（原則として統括部署が保存するもの） 

・ 各種監査結果報告書 

・ 各種監査結果の決定及びその経緯に関する公

文書 

 

公有財産の取得・処分等に関するもの  

 

○ 公有財産の取得・処分等に関する公文書

のうち重要なもの 

・ 重要な不動産その他の重要な財産の取得・処

分・貸付け等の決定及びそれらの経緯に関す
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る公文書 

・ 重要な施設等の設置・廃止等の決定及びそれ

らの経緯に関する公文書 

・ 重要な不動産その他の重要な財産の管理等が

記録された公文書 

 

許可・認可等の行政処分に関するもの 

 

○ 許可・認可等の行政処分に関する公文書

のうち重要なもの（将来の例証となる事

案に関するものに限る。） 

 

・ 許可・認可等の行政処分の決定及びそれらの

経緯に関する公文書 

行政代執行に関するもの 

 

○ 行政代執行に関する公文書のうち重要な

もの 

・ 行政代執行の決定、実行、代執行費用の徴収

等及びそれらの経緯に関する公文書 

 

行政手続法等に規定される権利義務の得喪に係る審査基準・処分基準等に関するもの 

 

○ 審査基準・処分基準等に関する公文書の

うち重要なもの 

・ 審査基準・処分基準等の設定等の決定及びそ

れらの経緯に関する公文書（解釈又は運用の

基準の策定・改廃等の決定に関する公文書を

含む） 

・ 行政指導指針・標準処理期間の設定等及びそ

れらの経緯に関する公文書 

 

行政手続法等に規定される不利益処分に関するもの  

 

○ 不利益処分に関する公文書のうち重要な

もの（将来の例証となる事案に関するも

のに限る。） 

 

・ 不利益処分の決定及びその経緯に関する公文

書 

 

工事の設計、施工等に関するもの  

 

○ 重要な施設等の工事の設計、施工等に関

する公文書のうち重要なもの 

・ 重要な施設等の工事の実施の決定及びその経

緯に関する公文書 

・ 工事設計書等 

 

災害等に関するもの  

 

○ 災害等に関する公文書のうち重要なもの ・ 災害対策本部その他の対策本部を設置した場

合の災害等への対応に関する公文書 

・ 市内で発生した災害、重大な事件、事故等に

関する公文書 

・ 防災及び危機管理に関する公文書 

 

その他  

 

○ 市民等の権利及び義務に関する記録とし

て将来にわたり保存を要する公文書 

○ 社会情勢を反映するものその他の歴史資

・ 重大な人権侵害事案への対応に関する公文書 

 

・ 市長記者会見、記者発表等の資料 
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料として重要な価値を有する公文書 

 

・ 姉妹・友好都市提携その他国際交流等に関す

る公文書 

・ 市が主催する記念式典、大会その他の儀式、

式典等の計画及び実施に関する公文書 

・ 市内で開催された儀式、イベント行事及び会

議等で、全国的規模のもの等に関する公文書

（市主催のものを除く。） 

・ その他の歴史資料として重要な価値を有する

情報が記録された公文書 

 

 

 以上 


